
【類型図】 

１ 幼稚園は、別段の申出をして、制度に入らず、これまでと同じ運営を継続することも可能（私学助成等を受ける）。 

※２ 事業所内保育は、地域の子どもを受入れる場合に限り、地域型保育給付の対象となる。 
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 運営基準条例の概要 

（１）条例制定の背景 

＜各施設・事業者が子ども・子育て支援法に基づく教育・保育給付の支給を受けるまでの流れ＞  

①各施設・事業の『認可』を受ける                     

○幼稚園（別段の申出をして、給付の制度に入らず、これまでと同じ運営を継続するこ

とも可能（私学助成等を受ける）） 学校教育法に基づく認可（都） 

施設型保

育事業 

○幼稚園 

○保育所 児童福祉法に基づく認可（都） 

○認定こども園 

（幼保連携型・幼稚園型・保育園型・地方裁量型） 
認定こども園法に基づく認可（都） 

地域型保

育事業 

○家庭的保育事業  

○小規模保育事業  

○居宅訪問型保育事業  

○事業所内保育事業（地域枠を設ける事業所に限る） 

地域型保育事業の設備及び運営に

関する基準（認可基準）（市） 

              ⇒※市で認可基準に関する条例を定める。 

 

②認可された施設・事業が教育・保育給付の対象となるための運営基準を満たすか市から『確認』を受ける 

施設型保育事

業  

○幼稚園 

特定教育・保育施設 

及び 

特定地域型保育事業 の運営に関

する基準（運営基準）（市） 

○保育所 

○認定こども園（幼保連携型・幼稚園型・保育園

型・地方裁量型） 

地域型保育事

業 

○家庭的保育事業  

○小規模保育事業  

○居宅訪問型保育事業  

○事業所内保育事業（地域枠を設ける事業所に限

る） 

                             ⇒※市で運営基準に関する条例を定める。 

 

 ③教育・保育給付（施設型及び地域型保育給付等）を受給することができる。 

※新制度の施行の際に存在する認定こども園、幼稚園、保育所は、施設型給付を受

ける確認があったものとみなされる（みなし確認）が、これらの施設に対しても、 

1号、2号、3号の認定区分に応じた利用定員を設定する必要がある。 


